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　明けましておめでとうございます。
　昨年を振り返りますと、夏に開催されたロンド
ンオリンピックでは、史上最多記録となる38個の
メダルの獲得や県出身選手の活躍などがあり、県
民に明るい希望と大きな感動をもたらしました。
また、12月の衆議院議員総選挙や、ロシア、アメ
リカ、韓国での大統領選挙、中国での新たな指導
部の選出など、国内外の政治に様々な動きがあり
ました。一方、我が国の経済は、歴史的な円高と
新興国の追い上げなどにより、輸出産業を中心に
依然として深刻な状況が続いており、県内におい
ても事業再編や雇用調整が行われるなど、厳しい
一年でありました。
　私ども44名の県議会議員は、県民皆様の負託
に応えるべく、真の地方自治の確立と議会改革を
引き続き推し進めながら、今後とも、皆様からの
声に真摯に耳を傾け、福祉の向上と生活の安定を
図るため、精一杯努力してまいります。
　本年が、皆様にとりましてすばらしい飛躍の年
となりますよう心からお祈り申し上げ、新年のご
あいさつといたします。

　明けましておめでとうございます。

ブルーメッセあきた
世界の蘭フェア（潟上市）
ブルーメッセあきた（道の駅しょ
うわ）では、2月7日（木）～11日
（月）の5日間にわたり、約500本
の蘭を展示し、「世界の蘭フェア
2013」を開催します。華やかな
蘭の世界をご堪能ください。



湖東地域の医療体制について
湖東総合病院は湖東地域だけでなく上小
阿仁村や三種町などからも患者が来院して
おり、二次医療圏の圏域を超えた医療機能

を果たしている。医療には、基本的なルール
設定と同時に、地域の実情に即した対応も重
要と考える。湖東地域には一定の区域を想定
した医療提供体制の構築が必要ではないか。

湖東地域については、地理的な特性や、
医療体制の現状について検討を行い、湖
東総合病院の改築を中心とした「湖東地

区医療再編計画」を策定し、湖東地域とその
周辺の実情に応じた医療提供体制の確保を
図ることとしている。具体的には、湖東総合
病院において、地域の高齢患者を中心とす
る在宅を含めた内科系医療需要への対応
や、リハビリテーション医療機能を担うほか、
病院を核とした医療機関及び介護施設等の
連携体制を整備し、身近な所で、必要な医療
が提供される体制の構築を進めていく。

湖東総合病院改築のスケジュールと
支援体制について
改築事業は、すでに実施設計の段階に入っ
ていると聞いているが、具体的な着工及び
開院の時期はいつか。また、開院後の円滑

経済変動に対する備えについて
リーマンショックとその後の円高ドル安で
落ち込んだ本県の経済は、今も不況から脱
しきれないでいる現状にある。一

いち

自治体と
しての抜本的な対応策は難しいが、県と企業
がグローバルな視点に立ち、経済不況に備え
ることが重要と思うが所見を伺う。

経済の大きな変動に対応し、企業が生き残る
ためには、経営基盤や競争力の強化は不可
欠だ。そのため、地域経済をリードする中核

企業の育成や、新エネルギー、環境リサイクル
等の分野への参入を支援している。また、国際
的な競争力の観点から、国内立地だけでは発展
が難しい産業分野での海外進出などのグロー
バルな展開を視野に入れ、金融機関と連携した
支援のための仕組みづくりを検討している。

防災教育施設について
知事は、本格的な防災教育施設を造る意思
はあるのか。旧岩城町の消防学校・疑似体
験施設のリニューアルで防災教育の役割は

足りると思っているとすれば、認識の甘さを
感じる。交通の便のいいビルのワンフロアに
防災教育施設を設置することを提案するが、
平成25年度に策定する元気創造プランに位
置付ける考えはあるか。

な運営に向けた支援体制の確保も重要である
ことから、厚生連に対する県の支援体制につ
いても伺う。

厚生連では、開院を平成26年5月と予定
し、平成25年3月の着工を目指して、現在、
実施設計等の作業を進めている。県として

は、病院の改築が、厚生連全体の経営に影響
を与えることがないよう、従来の補助に加え、
無利子長期貸付や移転諸経費に対する補助
率の嵩上げ等、地元町村と共同で、病院の運
営費に対する助成を行うこととしている。

スクールバス混乗方式の導入について
路線バスは、地域の足として重要な交通手
段であり、その廃止は、即、利用者の日常生
活を制限してしまう。路線を維持するため、

地域で様々な取組をしても、既存の仕組み・
制度のままでは解決できないと考える。スクー
ルバスに一般の利用者も有償で乗車する「ス
クールバス混乗方式」を活用している地域も
あるとのことだが、スクールバスの有効活用
に加え、児童・生徒と地域住民の交流も生ま
れる効果が期待できるこの方式の県内での導
入の可能性について伺う。

県では、地域の実情に合った公共交通体
系の構築に向け、その方策の一つとして、
スクールバスの活用についても、地域公

共交通機関に関する市町村の会議で提案す
るなど、関係機関と協議していく。

消防学校・疑似体験施設のリニューアル
は、現在の建物を有効活用しながら、新た
に防災シアターなどの機能を盛り込んだ

ものだ。さらに、移動できる疑似体験施設とし
て地震体験車を配備したいと考えている。ま
た、多くの県民が集まる秋田市中心部への防
災学習機能の設置については、地震だけで
はなく、雪の問題など広範囲での検討が必要
だ。しかし、県民の安全・安心に繋がる施設
はあってしかるべきと思い、次期プランの中
で位置付けていきたいと考えている。

洋上風力発電について
ドイツで洋上風力発電事業への取組を視察
した。洋上風力発電への移行は、世界的な
流れだ。本県は良好な風力と重厚な部品を

積み出す良好な港を有している。国に働きか
け、洋上風力発電研究所の誘致を進め、日本
海側を代表する一大産業拠点を目指すべきと
思うが考えを伺う。

我が国における洋上風力発電は、いまだ
実証段階にあるが、本県沖は風況に恵ま
れポテンシャルが高いこと、導入による大

きな経済効果が期待できることから、導入に
向けた調査を進めている。さらに新年度にお
いては、本県沖における可能性について、よ
り研究を深めるなど、取組を強化していく。
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中小企業の支援について
平成24年10月末で、セーフティネット保証
5号の原則全業種指定が終了したが、対応
策は検討しているか。また、平成25年3月

の中小企業金融円滑化法の終了を見据え、地
域の中小・小規模事業所の存続と雇用維持に
向け、多額の費用をかけなくても支援し、守る
手立てをどうするべきなのか伺う。

金融支援策として、セーフティネット保証5
号の全業種拡大を国に要望してきたほ
か、経営安定資金緊急経済対策枠を平成

25年度も引き続き確保していくこととしてい
る。なお、セーフティネット保証対象外となっ
た企業については、状況を把握し、県単で
フォローしながら、国に対してさらに強く要望
し、拡大を図りたい。金融円滑化法終了に係
る対応としては、経営改善や事業再生、業種
転換等の取組を支援していく。

新県立美術館とエリアなかいちについて
－集客を維持するための取組について－
エリアなかいちをはじめとした中心市街地
への集客を、オープンによる一時的な現象
として終わらせるのではなく、春夏秋冬い

つでも人が集まる街として持続させるため、
今後どのような取組をすべきと考えているか。

幸せはこぶコウノトリ（不妊治療
総合支援）事業について
県は、特定不妊治療費の助成を、今年度か
ら国庫補助に県単独事業を加えてさらに
拡大した。しかし、不妊治療は、保険外診療

のため、個人負担が多額になる。こうした実
情を精査し、国への健康保険適用等の要望と
併せて、秋田県の子育て支援制度のさらなる
充実を検討してもらいたい。

保険や医療の面だけではなく、少子化の
観点からも、支援を強化すべきと考えてい
る。今年度から行っている県単独事業に

ついては、限られた財源の中、支援を継続す
るとともに、国庫補助事業の拡充等につい
て、知事会等で国に強く要望していく。

明日の秋田を開く宇宙イベントに
ついて
平成24年8月に、第8回能代宇宙イベント
が開催された。宇宙技術開発は、秋田県独
自の産業・観光資源として十分に期待でき

ると考えるが、そのためには、県の支援が必
要だ。知事の積極的な取組を期待するが、宇
宙イベントへの支援についての具体的な考え
を伺う。

また、そのために、県はどのような役割を担っ
ていくのか。

「なかいち」を単体として捉えるのではな
く、人の流れを秋田駅から川反、大町地区
までつなげることで、中心市街地全体の活

性化を図っていきたい。そのため、活性化の
方策や仕組みづくりについて、市や商工団体
等と一緒に取り組んでいく。

教育立県あきたを生かした取組について
－子どもを呼び込む取組について－
秋田の教育を日本一のブランドと位置付
け、教員や子ども、親も含めた県外からの
交流人口の拡大に結び付ける手立てを講

じてはどうか。観光資源だけが秋田の魅力発
信とは限らない。秋田の学びのすばらしさを
大いに発信し、イメージアップにつなげるべ
きと思うがどうか。

学力向上の基盤となる自主性や社会性を
育むための自然体験等を行う取組に加え、
「秋田県市町村未来づくり協働プログラ
ム」における子ども交流を推進するほか、国
際教養大学等と連携した教育合宿に取り組
むなど、秋田に触れ、秋田で学ぶ多様なメ
ニューの充実を図っていきたい。今後とも、
本県の有する優れた学びの環境を積極的に
県外に発信し、誘客や移住・定住の促進を
図るなど、交流人口の拡大につなげたい。

このイベントは、国内最大のアマチュア宇宙
イベントに成長している。本県では、科学技
術を活かした産業の創出に向け、様々な取

組を行っているが、それを支える人材の育成の
観点からも本イベントの開催は大変有意義であ
る。来年度についても、県有地の貸付料減額を
継続するとともに、広報活動にこれまで以上に
協力するなど、バックアップし、イベントのさらな
る発展につなげていきたい。

能代産廃センター問題について
－掘削調査について－
「初期の処分場」を対象に、新たに調査に踏
み込むこととしたことは、粘り強く要望して
きた地域住民の意思に応えることだ。しか

し、同じ初期の処分場であるにも拘わらず、ナ
ンバー7処分場は、管理型として整備されてい
ることから、掘削調査の対象から除外する方針
とのことだが、問題はないのか確認したい。

平成18年度に行った処分場調査で、処分
場の範囲を超えたドラム缶の埋立が判明
したことから、新たな実施計画の策定に当

たり、地元住民団体からは、改めて調査を要
望されている。そのため、このたびの実施計
画の策定に当たっても、地元住民の意見を
十分に反映させる必要があることから、前回
の処分場調査結果や、ドラム缶の掘り残し、
管理型処分場の件も踏まえ、要望されている
全ての処分場を調査する方向で、「環境保全
対策部会」で検討を行っている。
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在宅医療について
在宅医療は、医療提供体制の中の一部分の
取組であるが、県民が受けたい医療の選択
肢を広げる意味でも重要性を増してくると

思われる。県として、どのように考えているか。
また、介護や福祉など関連する分野との連携
も重要と考えるが、本県における在宅医療の
体制整備の現状と今後の取組について伺う。

今後、高齢者がさらに増加することから、
在宅医療体制の充実が強く求められてくる
ものと考えている。県としては、これまでの
地域における取組を引き続き支援しながら、
在宅医療連携拠点の整備や地域リーダーの
育成に取り組むとともに、様々な職種からな
るチーム医療提供体制の整備を進めていく。

優良雌
めす う し

牛の確保について
平成24年10月に開催された全国和牛能力
共進会で、県有種

しゅゆうぎゅう

雄牛「義
よ し ひ ら ふ く

平福」の産
さん  し  

子が、
本県としては過去最高の栄誉である第2位

となった。「義平福」のすばらしい資質を後世
に残すため、優良雌牛の確保と増頭に新たな
政策を打ち出すときだと考えるが、知事の所
見を伺う。

県としても、このことを契機に県産牛の生

犬にやさしい環境について
家族同様の関係にある飼犬と一緒に行動
できる場所や環境を整備することで、観光
振興にとどまらず、交流人口の拡大による

様々な波及効果が出てくると思う。全国に先
駆け、犬と暮らしやすい環境を作り上げ、将来
的な移住・定住までも見据えた長期的な取組
についての考えを伺う。

県では、昨年度から「ペットもウェルカム
事業」を実施し、関係事業者のネットワー
ク化を進めるなど、ペット観光に対応した

取組を進めている。ペット全体を家族の一員
とするやさしい地域という趣旨を高めていく
ため、まずは観光から取り組んでいく。

福祉施設における木造・木質化の
強力な推進について
木材には、温度調整機能や音を和らげる効
果など多様な機能がある。高齢化が急速に
進展している本県の介護施設等における

木造・木質化を積極的に推進してはどうか。
現在の状況と今後の推進策について、国への
要望等も含め、所見を伺う。

本県では、全国に先駆け、県産材利用推
進会議を設置し、公共建築物の木造・木

産拡大とブランド力の向上に一層力を入れ
なくてはならないと決意を新たにしており、市
場において、発育状況の優れた子牛を選抜
し、県外に流出しない仕組みを創設するとと
もに、農家がその牛を導入する際に支援する
ことを検討していきたいと考えている。

動物管理センターについて
動物の保護管理、動物愛護思想の普及など
を目的の一つとして平成2年に建てられた

県動物管理センターであるが、当初は犬猫の
処分場としての意義が強かったためか建物の
環境が悪く、飼い主が相談のためにセンター
を訪れても、話を聞くスペースもない。同セン
ターを動物愛護センターと改名し、子どもた
ちが来て命の大切さを学び、犬や猫を飼い始
めた飼い主たちが指導を受けに来るような施
設と環境を整えることが、動物愛護の精神と
一致するのではないか。

平成20年に策定した「動物愛護管理推進
計画」に基づき、同センターが中核となっ

て、小中学生向けの「命を大切にする心を育
む教室」などを開催するとともに、希望者に
対し「子犬の譲渡事業」を展開している。指
摘のとおり、当該センターは、スペースが限
られているため、今後とも、小中学校へ出向
くなど、動物愛護推進員の協力を得ながら、
動物の命を守り、終生飼養する意識の向上
を図ることなどにより、殺処分につながらない
よう、一層の啓発活動に努めていく。

質化に取り組んでいるが、介護施設等にお
ける木造の割合は36パーセントに止

と ど

まって
おり、今後、一層推進していかなければなら
ないと認識している。このため、県自

みずか

らが積
極的に公共建築物等の木造・木質化を進め
るとともに、建築主となる社会福祉法人等へ
の普及啓発活動に力を入れる。また、施設整
備を計画的に進められるよう、安定的かつ十
分な財源確保を国に強く要望していく。

本県の河川を美しくする活動に
ついて
雄物川河口では、上流部からのものと思わ
れるゴミが毎年なくならない状況だが、県内
の三大河川で行われている水質やゴミの状

況調査の結果はどうか。河川の美化のために
は、流域に暮らす人が共通の理念を持ち、目的
意識を共有し、話し合うことが重要だ。県が率
先して、県民運動として取り組んではどうか。

三大河川の水質は良好だが、国による河
川ゴミ実態調査では、生活系や農業用資
材等のゴミが多数を占め、その量は減ら

ない状況にある。県では、毎年4月に、全県
一斉の清掃活動を呼びかけるとともに、
NPOの協力を得ながら、啓発活動に取り組
んでいる。さらに、来年以降開催される国民
文化祭等の機会をとらえ、関係機関の連携
強化を図りながら、河川の美化を含めた「き
れいな秋田づくり県民運動」を幅広く展開し
ていく。

東
し ょ う じ

海林　洋
よ う

 議員

（いぶき・湯沢市雄勝郡）
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今後の国政に対する知事の考えについて
－外交防衛問題について－
国防軍設置のための憲法改正や、領土問題
の強硬・先鋭化路線がなされれば、中国や
アジア諸国との間で、どれほどの軋轢や摩

擦を生むか計り知れず、自治体や民間レベル
でも経済・文化活動などに深刻な影響が生じ
る。こうしたことを総合的に勘案したとき、国
防軍の創設、集団的自衛権の行使などが、本
県の経済、文化活動、県民の安全・安心にど
のような影響を及ぼすと考えているか。

自衛隊のあり方については、国際情勢に
応じた適切な防衛力を維持していくことが
現実的であり、抑止力としてバランスがと

れた能力を備えていくことが重要と考える。
国防軍の創設などが本県に及ぼす影響につ
いては、憲法改正に否定的な国民も多く、簡
単にできると思っておらず、また、仮定の事
柄であるため言及できない。

「ふるさと秋田元気創造プラン」の
評価について
ふるさと秋田元気創造プランの「産業振興
と少子化対策」という県政課題に関する2
つの大目標のほか、プランに掲げる約60

の数値目標の半数は、目標値に実績が届いて

食料自給率向上政策の推進について
政府は、平成32年度にカロリーベースの食
料自給率を50パーセントとする目標を掲
げているが、平成22・23年度はともに39

パーセントと横ばいである。本県は、高い食料
自給率を持つ農業県であり、日本の食料自給
率向上のため、リーダーシップを発揮しなけ
ればならないと考えるが、これに対する取組
姿勢と今後の見通しを伺う。

食料自給率の向上は、国家の基本戦略と
して取り組むべき課題であり、全国屈指の
食料供給基地である本県が、率先してそ

の使命を果たしていくべきと考えている。今
後とも、「産業として自立する農業」「地域を
活性化する農業」の確立を基本理念に、生
産から加工、流通に至る一貫した取組を進
め、名実ともに日本の食料供給基地として、
その責務を果たしていきたい。

地域活性化の推進について
平成24年10月13・14日に大館市で「本
場大館きりたんぽまつり」が開催され、8万
6，000人もの人が集まった。現在は、県内

それぞれの地域で、その土地の特徴を活かし
た地域イベントが行われており、地域活性化
に大きく貢献することは明らかである。県も

いない。見込みが甘かったことを反省し、検証
を行うとともに、県政運営の点検・評価をし、
その結果をわかりやすく県民に説明していく
べきと考えるがいかがか。

ふるさと秋田元気創造プランでは、具体的
な数値目標を掲げ、その達成に向け取り
組んで来たが、一部が目標値に達してい

ないことは事実である。現在、これまでの取
組と成果等の検証を行い、プランの推進期
間の最終年度に向けて推進方針をとりまと
めており、この内容については、よりわかり
やすい形での説明に努めていく。

中心市街地の賑わいづくりに
ついて
なかいちオープン後の中心市街地につい
て、今後、県としてどのような関わり、方針
で取り組んでいくつもりか。あるいは、秋田

市や民間事業者とどのような連携を図ってい
くつもりか。

オープン以降、官民協働の様々な誘客促
進策の展開により、想定以上の賑わいを
創出できたと考えているが、今後は、なか

いちの集客効果を中心市街地全体に波及さ
せていくことが求められている。商工団体や
市、県などが一体となって、提言や企画をも
とに周辺の商店街、集客施設も含めた賑わ
いを創出する取組を進めていく。

積極的に後押ししているが、さらに、多くの市
町村でも実行できるよう支援の内容を充実さ
せるべきと考えるがいかがか。

地域活性化につながるイベントは、運営
主体が自立し継続的に取り組むことが重
要であることから、その立ち上げに対し支

援を行うほか、地域振興局等のマンパワー
を積極的に投入するなど、民間や市町村と
協働して取り組んでいく。

放射能汚染に対する取組について
東日本大震災により発生したがれきと焼却
灰の処理が重要課題となっている。今後、
時間が経つにつれて、がれきや焼却灰が蓄

積されていくが、その中に含まれる放射性物
質の量の把握が大事なことである。今、すでに
その量的把握をしているのか。また、それによ
る歯止めは大事な対策と考えるがいかがか。

県独自の放射能管理マニュアルに基づ
き、放射性物質濃度を測定した後に、重量
を確認の上、埋立処分している。受入に伴

う放射性物質の総量の把握はしているが、
災害廃棄物の放射性物質濃度は県内の一般
ゴミと同レベルであり、量的にも限られてい
るため、安全性は確保されていると考えてい
る。過去の一般ゴミに対し、がれきの受入焼
却の量は極めて少ないが、今後、今まで埋立
処分された災害廃棄物の放射性物質の量を
計算してみたいと考えている。

佐
 さ  と う け ん い ち ろ う

藤賢一郎 議員

（自由民主党・大館市）
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谷　純
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 議員

（民主党・秋田市）
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公会計制度について
行政資源を効率的・効果的に活用し、説明
責任を果たしていく上では、現在の公会計
制度の単式簿記・現金主義会計には限界

がある。今や世界標準でもあると言える複式
簿記、発生主義会計に移行し、行政コストの見
える化を進め、説明責任の強化を図るために
も、新会計制度導入検討委員会を早急に立ち
上げ、検討に入るべきではないか。

公会計制度の導入については、膨大な事務
量と多額のコストを要するなど多くの課題が
ある。県としては、現在、国において、改訂

モデルの検証や、新しい地方公会計の推進方
策などについて検討を進めている現状を踏ま
え、研究を深めていく必要があると考えている。

ヘリサインの導入について
ヘリサインは、大規模災害時に、他県から
の救援ヘリが、土地鑑がなくても迅速に救
助活動が行えるよう設置されており、東日

本大震災で救援派遣された航空隊員からも、
その必要性が指摘されている。本県では積雪
時の問題もあり整備されていないが、救援ヘ
リの活動をサポートするためには、整備する
必要があると考える。ヘリサインの有効性と
導入について見解を伺う。

公的施設等へのヘリサインの導入につ
いては、有効であると認識している。積雪
地帯である本県は、冬期間に利用できな

い状況も考えられることから、今後、「秋田県
ヘリコプター等運用調整会議」などの専門
的な意見を参考にし、市町村施設も含め、
ヘリサインの導入に向け、具体的に検討し
ていきたい。

脳せき髄液減少症への
対応について
脳せき髄液減少症は、交通事故やスポーツ
外傷等、身体に強い衝撃を受けることによ
り脳せき髄液が漏れ出す病気であり、頭痛

やめまいなど様々な症状が複合的に現れる。
本県では、この病気に対する認識が低く、治療
体制も整っていない。この病気について、どう
周知徹底を図り、医療技術の向上や先進医療
を受けるための体制整備をしていくのか。

県としては、この疾患に関する研修会を今
年度中に開催し、教育・警察などの関係
者や県民の関心を高めるとともに、国内の

第一人者といわれる専門医を講師とし、疾患
の原因や症状、医療技術について、医療従
事者の理解を深めていきたいと考えている。
今後も、このような研修会を開催するととも
に、先進医療を受けられる体制整備につい
て、国の動きも注視しながら、医療機関に対
し、その充実を求めていく。

田
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口　聡
さと し

 議員

（公明党・秋田市）
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知事の政治姿勢について
－TPPへの対応について－
TPPは、例外なき関税の撤廃であり、農業
ばかりでなく、医療、金融、サービスと全て
に影響を及ぼす、アメリカ主導のアメリカ

の利益優先の協定であることに疑いはない。
知事は、こうした動きをどう評価し、どのよう
な行動をとるのか。

全国知事会等を通じて、政府に対し、
TPP協定が地方経済や国民生活全般に
与える影響等について、明確な説明を求

めてきたが、十分な情報提供はされていな
い。私としては、現状のままでのTPP協定へ
の参加については、基本的には反対の立場
である。

中小企業振興基本条例と
公契約条例の制定について
中小企業の重要性を認識し、その振興を重
要施策として位置付け、住民、企業及び自
治体の役割を明確にし、経済の活性化を推

進するための「中小企業振興基本条例」と、自
治体から公共工事や業務委託を受注する元請
企業に対し義務付けをする「公契約条例」に
対する見解を伺う。

「中小企業振興基本条例」については、県
民に対して、中小企業の振興を重視する
という県の姿勢や方向性を示すものとし

て一定の意義があると考えているが、条例の
有無に関わらず、そのときの経済情勢に応
じ、機動的に適時、的確な対策を講じていく
ことが重要であると考えている。また、公共
工事については、現行制度を活用したきめ
細かな対応により、公共工事における労働条
件適正化と品質確保に努める。いずれにして
も、条例の課題など、他県の状況を踏まえ、
研究していく。

少人数学習の拡大について
学校は、学力だけが重点ではなく、子ども達
一人ひとりの個性を伸ばす、個性の輝きが
生きる力となる教育が必要だと考える。児

童生徒と教師が心を通わせて学校生活を送り、
いじめ問題を根絶するためにも、全ての学年に
少人数学習を拡大すべきと考えるがいかがか。

本県における30人程度学級は、子どもの
個性を生かし、その多様性に応える教育
活動を展開することを趣旨として、小学校

については4年生まで、中学校については1
年生で導入している。今後、段階的に拡充し
てきた効果をさらに検証するとともに、国の
動向を踏まえながら、一層子どもに寄り添っ
たきめ細かな指導ができるよう、全学年へ拡
充していきたい。

山
や ま う ち う め よ し

内梅良 議員

（日本共産党・秋田市）
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予算特別委員会
Q除雪や雪下ろしなどの雪対策については、人口の減少や
高齢化が進み、地域で支え合うことが出来なくなっているものと
考える。このような現状を踏まえ、除排雪における住民との協
力体制の整備について、市町村や民間団体と協議の上、秋田
県豪雪地帯対策基本計画を見直していくことが必要と考えるが
どうか。

A少子・高齢化等により、地域での支え合いが困難な状況に
なっていることを踏まえ、市町村長や地域住民の意見をよく聴
いた上で見直しを図っていきたい。また、秋田県豪雪地帯対策
基本計画見直し検討会議においても学術的な意見のみではな
く、日常生活の視点からの意見も取り入れるなど、協力体制の
整備について、十二分に議論を行いながら進めていきたい。

Q高齢化が進み、雪対策における自助及び共助の取組が困
難になってきているものと認識している。このような現状を踏ま
え、秋田県豪雪地帯対策基本計画の見直しに当たっては、自
助・共助・公助のバランスを取るのではなく、公助の部分に力
点を置いて進めていくべきではないか。

A当該計画は、県のみではなく市町村、民間団体、県民が
一体となって進めていこうというものである。公助に力点を置
くことについては、財源の問題も含めて行政としてどこまで踏
み込めるのかということを検討する必要があるものと考える。
県、市町村、民間団体、県民それぞれの役割分担を見据えな
がら、検討していきたい。

Q年度途中に使用料収入の増が見込まれる場合には、2月
議会において補正予算を計上することが通例と認識している
が、空港使用料について、今議会に480万円の増額が計上さ
れているのは、どのような考えによるものか。

A空港使用料収入については、当初予算より5,000万円程
度増額となる見込みである。例年であれば、2月議会におい
て補正予算を計上するところであるが、今回は秋田空港にお
ける化学消防車の修繕に要する歳出があり、その財源として
空港使用料増額分の一部を充てたものである。

総務企画委員会

予算特別委員会総務企画分科会

Q緊急就職サポート事業等の正規雇用を創出する事業につ
いて、その雇用の受け皿となるのは県内の中小企業であること
から、中小企業支援策も同時に行う必要があるのではないか。
これから秋田県の経済を支えていく中小企業に対し、知恵を絞
り効果のある具体的な支援策を行っていく必要があると考える
がどうか。

A緊急的な経済・雇用対策に加えて、中小企業支援対策を
行っていく必要があるため、技術支援や経営支援に加え、住
宅リフォーム補助金や県単公共事業のような需要喚起など、
県ができることは最大限努力していきたい。

Q新県立美術館について、基本的に常設展は指定管理者
が行い、特別展は県が行うとのことであるが、特に特別展につ
いては県と指定管理者との棲み分けが上手くいくのか、といっ
た心配の声が寄せられている。実際にどのように県と指定管理
者の間に齟

そ ご

齬が生じないような形で運営していく方針であるの
か。指定管理者に主体性を持たせた形で対応していくというこ
とでよいのか。

A特別展の運営形態については、県と指定管理者が協議の
上、委託契約、共催や実行委員会方式等の形をとるが、展示
場所は指定管理施設内であることから、指定管理者が主体性
をもって維持することとなる。新県立美術館が評価され、県民
に愛される施設となるよう、指定管理者と意思疎通を図りなが
ら、運営していきたい。

予算特別委員会あきた未来づくり交付金小委員会

Q資源活用型ゆざわ地域づくりプロジェクトについて、外部か
ら来た観光客等による近隣の情報収集やガイド依頼のための
情報センター機能をどう整備するのか判然としない。例えば、
白神山地でも隣接する2町の一方の町役場に問い合わせた場
合、もう一方の町の情報について教えてもらえなかったり、両町
の登山コースの特徴を踏まえた適切なアドバイス等が受けられ
なかったなど、不評を買った事例がある。したがって、情報セン
ター機能の整備については、外部から来た人にもはっきり分か
るように今後いろいろな面から詰めていくべきと考えるがどうか。

A今回、整備しようとしている「イベント広場」の向かいに観
光窓口があり、そこを拠点としてガイドの養成や斡旋等、トー
タル的な情報を発信していく方針である。現在、観光協会な
どが窓口となっている部分もあることから、今後湯沢市と詰め
ながら、外部から来た人も明確に分かるようなセンター化、拠
点化というものを、きちんと打ち出す形で調整していきたい。



❽

福祉環境委員会 農林水産委員会
Q医師不足・偏在改善計画によれば平成34年頃に医師の
総数は充足するようだが、地域や診療科の偏在も解消できるの
か。解消できるという保証があれば希望を持てるが、計画どおり
いくのか不安である。計画を作ったことは一歩前進ではあるが、
根拠が希薄でありシミュレーションをしただけではないのかと思う
がどうか。

Aこの計画は、県内において医師がどれだけ不足している
のか調査し、大学病院や医師会とともに実態を分析した上で、
今後どうすべきかを検討した結果、出来た計画であり、決し
て絵に描いた餅ではない。地域枠医師を含め県内で勤務す
る医師を対象にした地域循環型キャリア形成システムを構築
するなど、県はもとより大学、医師会、病院などが連携して様々
な取組を行うことにより、医師不足と地域・診療科の偏在の
解消に努めていきたい。

Q長崎県で開催された全国和牛能力共進会で、県有種雄牛
「義平福」を父とする肥育牛が全国第2位となったが、県内肥
育農家の所得向上を図るため、「義平福」産子の県内保留を
促進する制度を早急に検討すべきではないか。

A県内の肥育農家が、県有種雄牛産子を市場の平均価格
以上で購入した場合に5万円を助成し、県内に保留しやすく
する制度を実施している。肥育農家の所得向上のためには、
素
も と う し

牛導入に係る助成だけでなく、付加価値をつけて高く売る
体制を整備することが重要であり、まずは、取引価格など市
場動向を見極めた上でさらなる支援策を検討していきたい。

Q今回新たに「秋のきらめき（秋田96号）」と「つぶぞろい（秋
田97号）」という二つの水稲品種の登録出願が受理されたが、水
稲の品種育成に当たっての県の基本的な考え方を確認したい。

A「秋のきらめき」と「つぶぞろい」は、「あきたこまち」の栽
培に適していない地域でも「あきたこまち」並みの食味を持ち、
安定的に生産できる品種として育成を進めてきたものである。
「あきたこまち」は全国ブランドの品種であるが、「あきたこま
ち」だけあればいいというわけではなく、業務用向けなどの多
様化するニーズに合わせ、バラエティに富んだ品種構成にし
ていくことが米

べ い さ ん け ん

産県として大切であると考えている。
　なお、昨年度からは「あきたこまち」の食味を超える次世代
銘柄米の品種育成に取り組んでいるところである。

Q大規模肉用牛肥育団地整備事業は、本県肉用牛の生産
基盤の強化や県産牛のブランド化を推進するとともに、観光や
食産業の振興による地域活性化を図るため、新たに設立する
畜産法人が行う大規模な肉用牛肥育団地の整備等を支援しよ
うとするものであるが、本事業の実施によって、どのような効果
を期待しているのか。

A本事業の効果としては、肥育牛の生産拡大や販売額の増
加はもとより、肥育素牛の需要拡大による繁殖農家の所得向
上も期待される。また、企業感覚を持った経営体の出現は、
県内の繁殖農家や肥育農家の刺激となり、本県畜産業の振
興に繋がっていくものと考えている。さらに、経営規模が大き
いことから、飼料の運搬など関連分野での雇用が見込まれる
ほか、耕

こ う し ゅ

種農家でも飼料用米の生産などで水田の有効活用
が図られるものと期待している。

Q阿仁熊牧場受入れ支援事業について、なぜ、県が財政支
援をするのか、いま一度、根拠を明確にすべきでないか。

A阿仁熊牧場への支援については、地域住民の安全・安心
の確保のほか、動物愛護の観点、本県のイメージダウンや観
光面への配慮、地域振興の観点などから地方自治法を根拠
に住民の福祉の増進を図るため地域における事務として行う
ものである。
　さらに、県の補助については、同法に定める公益上の必要
があるものとして行うものである。

Q秋田八幡平クマ牧場で起きたような事例は法律では想定さ
れていないため、国に対し、法律や制度の改正について積極的
に働きかける必要があると思うが、どのような対応をしているのか。

A国に対しては、知事が10月に環境省事務次官に面談し、
財政支援などを要望した。11月には環境省に対し、動物愛護
管理法の改正や財政支援について要望書を提出した。
　県としては、許可基準に飼養者の資格要件を厳しくすること
や、施設の構造基準として外部からクマなど動物の侵入防止
の強化を図る法改正を要望するとともに、現在、人に害を与
える恐れのある特定動物の保護に関して県に対する補助制
度がないため、制度の創設を今後とも粘り強く要望していく。

予算特別委員会農林水産分科会

予算特別委員会福祉環境分科会
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産業観光委員会 建設委員会
Q「第29回国民文化祭・あきた2014」に訪れた観光客に、
秋田の食文化を理解してもらうため、「全国まるごとうどんエキ
スポ」や「本場大館きりたんぽまつり」などのイベントを国民文
化祭期間中に開催してもらえるよう関係団体に要請してはどう
か。また、本県独自の農業の祭典である種苗交換会と国民文
化祭をタイアップさせてはどうか。

A市町村との協議の中で、産業祭や食のイベントなどを国民
文化祭にあわせて実施してほしい旨を要請しており、前向きに
検討してもらっていると認識している。「全国まるごとうどんエキ
スポ」や「本場大館きりたんぽまつり」についても、引き続き働
きかけていきたい。また、種苗交換会は、文化的にも非常に価
値のあるものと考えており、時期的にも国民文化祭に近いこと
から、タイアップ等の可能性について検討していきたい。

Q12月2日、中央自動車道笹子トンネルにおいて天井板落下
事故があったが、吊り金具により支えられた天井板を有する同
様のトンネルは、県内にどの程度存在するのか。また、県内のト
ンネルについても点検を行ったと思うが、その状況はどうか。

A笹子トンネルと同タイプの換気設備を採用している県内の
トンネルは、国管理の国道46号仙岩トンネルのみである。ま
た、県管理の各トンネルについては、12月4日から7日にかけ
て、念のため徒歩による目視検査のほか、ジェットファンなど
重量構造物について打音検査を行った結果、異常は発見され
なかった。今後は、照明器具や内装板等のトンネル内の道路
付属物についても点検をしていきたいと考えている。

Q幼稚園・保育所等自家発電機整備事業に係る住民監査
請求について、監査の結果、請求を棄却したとのことだが、そ
の理由は何か。

A本件は、実績報告書に虚偽の記載をし、購入した自家発
電機が予定された施設に設置されていない状態が続いてい
たものであり、そのことについては問題がある。しかし、住民
監査請求制度としては、県の補助金交付事務に違法性又は
不当性があったかどうか、県に損害が生じているかどうかが
論点となり、請求人の主張についてはいずれも理由がないこ
とから、棄却という結論となった。なお、県の実績確認に不適
正があったとまでは言えないと判断したが、現地調査を行わ
ず書類審査のみで実績確認するのであれば、より証明力の高
い書類を添付させるなど、再発防止のための対策を検討する
よう意見を付した。

Q住宅リフォーム緊急支援事業について、県民の要望が非
常に多く、経済波及効果の大きい事業と評価しているが、来年
度の事業のあり方についてどう考えているか。また、事業を継
続する場合、新年度予算編成に当たって知事選挙が与える影
響はどうか。

A申請件数は前年比で若干減少しているものの、いまだリ
フォームに対する需要はあり、今後も県民の安全安心な住環
境の整備として必要な支援だと思っている。ただ、3年が事業
の一つの区切りであると思っており、今までの申請状況や県の
財政状況も加味しながら、内容の見直しが必要であると考えて
いる。また、新年度予算は春の知事選挙により骨格予算になる
と予想され、その中に盛り込まれるかどうか結論は出ていない
が、基本的には来年も事業を継続する方向で検討中である。

予算特別委員会建設分科会

Q韓国ドラマロケ地ブランド化推進事業は、韓国ドラマ「ア
イリス」の続編の秋田ロケを支援し、ドラマを通じて本県知名
度の向上を図ろうとするものである。誘致に成功したことは喜ば
しいが、事業の費用対効果をどのように考えているか。

A前作「アイリス」については民間企業からの支援に頼るこ
ととなったが、今回は韓国をはじめとする国内外の人々に秋
田の冬の良さを伝え、秋田の知名度向上を図るため、県及び
市町村が経費的な支援等を行うこととしている。今作が前作
以上のヒットとなるかどうかはまだわからないが、韓国内にお
ける反響や盛り上がり等を見極めながら、積極的なプロモー
ション活動に取り組み、最大限の効果が得られるよう努力し
ていきたい。

Q緊急就職サポート事業は、正規雇用に結びつけるため、企
業等が離職者等を雇用して行う人材育成に要する経費に対し
助成するものであるが、1社でも多くの企業等に足を運び、本
事業の活用を依頼すべきではないか。

A本事業の制度創設について審議された9月議会の終了
後、直ちに、県内各市町村、商工団体を対象とした説明会を
実施したほか、経済団体等への広報の依頼や、求人コーディ
ネーター、あきた企業活性化センター等との連携による企業
訪問を行っている。今後も制度の一層の周知を図るほか、個
別に企業を訪問するなど、PR活動をさらに強化していきたい。

予算特別委員会産業観光分科会
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教育公安委員会
Q平成24年11月に文部科学省が公表した「いじめ問題緊急
調査結果」によると、本県の公立学校における4月～9月のいじ
め認知件数は小中学校、高校、特別支援学校合わせて979件
で、平成23年度「問題行動調査」の1年間のいじめ認知件数
を大きく上回った。
　この調査結果について、全国的な隠

い ん ぺ い

蔽体質を指摘する報道
もあるが、県教育委員会としてどのような見解を持っているのか。
また、今回の調査結果は都道府県及び市町村によってかなりの
バラツキがある。少なくとも県として統一した調査手法で行わな
ければデータとして蓄積や活用ができないのではないか。

A本県は日頃から隠蔽のないように指導しているが、個々の
教職員によっていじめの捉え方が異なるので、いじめ問題を
一人で抱え込まずに、学年・学校で情報共有して問題解決
に当たるよう引き続き指導していきたい。
　調査の「精度」という点では都道府県によっても、また市町
村によっても温度差があり、一番の課題である。いじめの認
識は受け止める側によっても違うが、文部科学省が示す「い
じめの定義」を基準にして、少しでも該当するものはきちんと
調べるという基本姿勢で、全県統一した形で調査を実施して
いきたい。

Q最近、異常気象で除雪が追いつかないという状況が増え
ている。降雪時における交通事故未然防止の指導が重要に
なってくると思うが、どのような取組をしているのか。

A冬期間の交通事故は、ここ5年間で発生件数や死傷者数
は減少しているが、滑走事故件数が増加している。そのため、
運転者への注意喚起や体験型講習を実施しているほか、パト
ロールカーによる街頭活動を強化して、危険箇所を把握した
場合には道路管理者に連絡する態勢をとっている。また、除
雪が追いつかない場合には、必要な交通規制やパトロール
カーを配置し警戒を強化して、交通事故防止に努めたいと考
えている。

予算特別委員会教育公安分科会
Q交通安全施設整備・維持管理事業における道路標示の
塗装工事は、要望も相当数あると思うが、どのように優先順位
を付けて実施しているのか。

A横断歩道、停止線、予告マーク、はみ出し禁止線等の塗装
工事を実施しているが、国道や主要道路、学校周辺、人や車
両が多い場所などを優先して、基本的には毎年塗り替えること
とし、それ以外の場所は3年を目途に塗り替えている。また、警
察署からの報告により緊急に塗装が必要と認められる箇所に
ついては随時対応している。

総合防災対策調査特別委員会

　総合防災対策調査特別委員会は、10月9日から10月12日
まで3班に分かれて防災先進事項に関する県外調査を行いま
した。

第1班（四国）
◆ 調査日
　10月9日～10月12日
◆ 委員
　平山晴彦 委員長
　大関　衛 委員
　菅原博文 委員
　瀬田川栄一 委員

◆ 調査先（調査事項）
•愛媛県議会（四国広域応援協定に基づく愛媛県広域応援計画）
•高知工業高等専門学校（FMラジオ活用の防災情報システム）
•高知県議会（津波シェルター構想）
• 香川県丸亀市川西地区自主防災会（PDCAサイクルを活用し
た防災活動、防災伝道師活動）
•香川大学危機管理研究センター（センターの事業内容）
•徳島県松茂町津波防災センター（津波防災センターの概要）

第2班（北陸・東海）
◆ 調査日
　10月9日～10月12日
◆ 委員
　宮腰　誠 副委員長
　川口　一 委員
　近藤健一郎 委員
　東海林　洋 委員
　山内梅良 委員
　田口　聡 委員
◆ 調査先（調査事項）
• 福井市社南地区防災アマ無線クラブ（アマチュア無線による
災害時の通信手段の確保）
• 福井県越前町議会（不良空き家住宅の撤去とポケットパーク
事業）
•名古屋市港防災センター（防災センターの概要）
• 三重県松阪市アレルギーっ子の会まつぼっくり（災害時の支援
物資のアレルギー対策）
•三重県大紀町錦タワー（錦タワーの概要）
•静岡県袋井市議会（シビックフォースとの連携）

第3班（四国）
◆ 調査日
　10月10日～10月12日
◆ 委員
　工藤嘉範 委員
　中田　潤 委員
　三浦英一 委員
　小原正晃 委員
◆ 調査先（調査事項）
•高知工業高等専門学校（FMラジオ活用の防災情報システム）
•高知県議会（津波シェルター構想）
•高知県黒潮町議会（黒潮町の防災対策、防災サポーター制度）
•（株）高知丸高（津波避難シェルター）
•徳島県松茂町津波防災センター（津波防災センターの概要）

愛媛県議会における調査

越前町議会（福井県）における調査

（株）高知丸高（高知県）における調査
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　11月13日に東京都の都
市センターホテルで「第12
回都道府県議会議員研究交
流大会」が開催され、本県
からは11名の議員が参加し
ました。
　毎日新聞社論説委員長倉
重篤郎氏による「日本政治
の行方」を演題とした講演の後、5分科会に分かれ次のテー
マについて意見交換を行いました。

■各分科会のテーマ
〈第1分科会〉「政策立案機能の強化」
〈第2分科会〉「議会の監視機能の強化」
〈第3分科会〉「議会における住民との連携・協働」
〈第4分科会〉「議会運営の改革」
〈第5分科会〉「大都市制度改革と広域自治体議会」

　なお、第4分科会では、大
関衛議員がパネリストとし
て、本県議会における定例会
年2回制や情報公開推進等
に関する議会改革の取組状
況について、紹介しました。

第12回都道府県議会議員
研究交流大会

県立大館鳳鳴高校を調査

委員会審査の参考にするため、県内
の各振興局単位に主要事業の実施
状況等を調査するほか、県外の先進
事例の視察、調査を行っています。

教育公安委員会

　教育公安委員会は10月
24日～26日の日程で、大館
鳳鳴高校の図書活動活性化
の取組や伊勢堂岱遺跡・大湯
環状列石の世界遺産登録へ
の取組などについて北秋田・
鹿角管内を調査しました。

　建設委員会は10月16日～19日の
日程で、香川県の高松丸亀町商店街

活性化の取組や愛媛県松山港のコンテナターミナル整備状況等を
視察、調査しました。

常任委員会の
動き

永年勤続功労者に2氏
～全国都道府県議会議長会自治功労表彰～

　10月23日に開催された
第143回全国都道府県議会
議長会定例総会において、
永年勤続功労者として次の
議員が表彰されました。

【在職25年以上】北林康司
【在職15年以上】鶴田有司

建設委員会

　11月7日の本会議で、15名の議員で構成する決算特別
委員会が設置され、「平成23年度秋田県歳入歳出決算の認
定について」が付託されました。委員会では、予算が適正か
つ効率的に執行されたかなど多角的な視点から審査が行
われ、12月4日の本会議での採決の結果、平成23年度決算
案は賛成多数で認定されました。
※ 山内梅良議員が、新規工業団地調査事業は業界を取り巻
く情勢には厳しいものがあるほか、調査予定地で絶滅危
惧種の飛翔や植生が確認されており、中断すべきとの観
点から反対討論を行い、大関衛議員が、ふるさと秋田元気
創造プランの着実な推進により、新たな戦略産業の創出
など本県の成長や暮らしの安定につながる事業に、重点
的に取り組んでいるとの観点から賛成討論を行いました。

　委　　員

【委 員 長】加藤鉱一（自民党）
【副委員長】安藤　豊（新みらい）
【委　　員】 武田英文（自民党）、川口一（自民党）、 大関衛（自

民党）、近藤健一郎（自民党）、工藤嘉範（自民
党）、竹下博英（自民党）、北林丈正（自民党）、
菅原博文（自民党）、三浦茂人（新みらい）、石川
ひとみ（社民党）、小原正晃（民主党）、丸の内く
るみ（いぶき）、田口聡（公明党）

決算特別委員会
【12月議会で設置された特別委員会】

経済活性化・雇用対策調査特別委員会

　目　　的

　長引く景気の低迷による厳しい経済・雇用情勢に鑑み、
経済活性化対策及び雇用対策に関する調査活動を行い、本
県経済の活性化及び雇用確保に向けた政策提言を行う。

　調査内容

1 経済・雇用情勢について
2 製造業を始めとした産業の活性化対策と対外経済対策について
3 今後のエネルギー関連産業について
4 その他関連する事項

　委　　員

【委 員 長】加藤鉱一（自民党）
【副委員長】三浦茂人（新みらい）
【委　　員】 大関衛（自民党）、渋谷正敏（自民党）、佐藤賢

一郎（自民党）、近藤健一郎（自民党）、北林丈正
（自民党）、石川ひとみ（社民党）、沼谷純（民主
党）、丸の内くるみ（いぶき）、田口聡（公明党）

議会
トピックス
Topics


